
令和5年1月吉日

カーボンニュートラル
実現に向けた
ロードマップ

お申込時にいただくお客様の個人情報は、本イベントへの参加確認、関係者内の連絡等、本イベントの運営目的にのみ利

用いたします。この目的のために大和証券㈱は、上記の個人情報を共有し、親会社である㈱大和証券グループ本社、及び

同社の連結対象会社または持分法適用会社等の本イベントの関係者に提供する場合があります。

◎お客様の個人情報の利用目的について同意頂けない場合は、各営業員にお伝えください。

寒中の候 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

この度、「カーボンニュートラル実現に向けたロードマップ」をテーマに、

ウェビナーを開催させていただくことになりました。

ご多忙中とは存じますが、何卒ご参加賜りますようお願い申し上げます。

鉄道建設・運輸施設整備支援機構
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※演題等は都合により変更させていただくこともございますので、ご了承下さい。

※セミナーではご紹介する商品等の勧誘を行なうことがあります。

ウェビナー
参加登録

本セミナーは、ビデオ会議ツール “Zoom” にて、

オンラインで実施します。

参加URLは別途ご案内致します。ご関心のある方は弊社担当者まで

お問合せいただくか、QRコードよりご登録をよろしくお願いいたします。

交通ネットワークの整備を
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脱炭素社会への貢献
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第二部

GX実現の政策（仮）
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ご投資にあたっての留意点
広告等における表示事項

（金融商品取引法第37条に基づく表示事項）

商号等 ：大和証券株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号

加入協会 ：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、

一般社団法人第二種金融商品取引業協会、一般社団法人日本STO協会

本書面と一緒にご提供いたします各資料に記載した情報に基づき弊社と有価証券（みなし有価証券を含む、

以下同様）の売買等のお取引をしていただく場合は、次の事項に十分ご注意ください。

なお、手数料等及びリスク等は商品ごとに異なりますので、実際のお取引に当たっては、必ず締結される契約、契約

締結前交付書面及び目論見書（作成される場合）、債券内容説明書（作成される場合）等を十分にお読みになり、お

客様のご判断と責任に基づいてご契約ください。

目論見書（作成される場合）、債券内容説明書（作成される場合）のご請求・お問合せは、下記の金融商品取引業者

を含む取扱会社までお願いいたします。

（注1） 売買手数料の額は、その時々の市場状況や個々のお取引の内容等に応じて、お客様と弊社との間で決定しますので、本書面上にその額をあら

かじめ記載することはできません。

（注2） 委託保証金の額等のお取引の額に対する比率は、その時々の市場状況や個々のお取引の内容等に応じて、お客様と弊社との間で決定しますの

で、本書面上にその額をあらかじめ記載することはできません。

 お取引にあたっては、商品の購入対価の他に、個々のお取引ごとに、あらかじめお客様と弊社との間で決定した売買手

数料（注1）をいただく場合があります。また、購入対価に含まれる場合や手数料をいただかないお取引もありますの

で、お取引の都度、ご確認ください。なお、非居住者のお客様につきましては、有価証券をお預かりする場合には、

最大で1年間に2百万円（税込）の常任代理人手数料をいただく場合があります。

お取引の手数料について

 デリバティブ取引や信用取引等の場合、あらかじめお客様と弊社との間で決定した担保や委託保証金を差し入れ

ていただく場合があります。その場合、お取引の額は、通常、差し入れていただいた担保や委託保証金の額を上回

ります（注2）。

 お取引の対象となる有価証券の種類により差異はありますが、金利水準、為替相場、株式相場、不動産相場、商

品相場、排出権相場等の変動に伴い、金融商品の市場価格が変動すること等によって、損失が生じるおそれがあ

り、また、お取引の内容によっては、損失の額が差し入れていただいた担保や委託保証金の額を上回るおそれが

あります。

 有価証券の発行者の業務又は財産の状況の変化等を直接の原因として損失が生じるおそれがあります。

 流通市場が十分に整備されていない場合や、市場環境の変化により流動性（換金性）が著しく低くなった場合、売

却することができない、又は購入時の価格を大きく下回る価格での売却となるおそれがあります。また、かかる理由

により有価証券の価格又は評価額を適正に算定できないおそれがあります。

 弊社がご案内する店頭デリバティブ取引の売付け価格等と買付け価格等には差がある場合があります。

お取引いただく際にご留意いただくリスクについて

 金融商品の経理、税務処理については、事前に監査法人等の専門家に十分にご確認ください。

お取引いただく際の経理、税務処理について


